
○
老
年
者
の
非
課
税
措
置
の
廃
止

65
歳
以
上
の
人
で
、
前
年
の
合
計
所
得
金

額
が
１
２
５
万
円
以
下
の
人
に
対
す
る
非
課

税
措
置
が
廃
止
に
な
り
ま
す
。

※
た
だ
し
経
過
措
置
と
し
て
、
平
成
17
年
１

月
１
日
に
お
い
て
65
歳
に
達
し
て
お
り
、
前

年
の
合
計
所
得
金
額
が
１
２
５
万
円
以
下
の

人
は
、
税
額
が
３
分
の
１
と
な
り
ま
す
。

○
老
年
者
控
除
の
廃
止

65
歳
以
上
の
人
で
、
合
計
所
得
金
額
が
１

千
万
円
以
下
の
人
に
適
用
さ
れ
て
い
た
48
万

円
の
控
除
が
廃
止
に
な
り
ま
す
。

○
65
歳
以
上
の
人
の
公
的
年
金
な
ど

の
控
除
額
の
見
直
し

公
的
年
金
控
除
の
う
ち
、
65
歳
以
上
の
人

の
控
除
額
が
、
次
の
表
の
と
お
り
見
直
し
に

な
り
ま
す
。

○
定
率
減
税
の
縮
減

定
率
減
税
が
、
15
％
（
上
限
４
万
円
）
か

ら
７
・
５
％
（
上
限
２
万
円
）
に
な
り
ま
す
。

○
均
等
割
非
課
税
措
置
の
廃
止

同
一
生
計
の
妻
で
、
一
定
以
上
の
収
入

（
給
与
収
入
の
場
合
、
年
間
収
入
額
が
96
万

５
千
円
以
上
）
が
あ
る
場
合
、
均
等
割
が
全

額
課
税
さ
れ
ま
す
。

障
害
の
程
度

や
軽
自
動
車
の

所
有
（
使
用
）

者
・
運
転
者
、

使
用
目
的
に
つ

い
て
、
一
定
の

要
件
を
満
た
せ
ば
、
申
請
に
よ
り
減
免
さ
れ

ま
す
。

申
請
期
間

25
日
（
木
）
ま
で

申
請
場
所

市
民
税
課
（
市
役
所
本
庁
２

階
）、
ま
た
は
各
支
所
の
住
民
生
活
課

用
意
す
る
物

身
体
障
害
者
手
帳
・
精
神
障

害
者
保
健
福
祉
手
帳
・
戦
傷
病
者
手
帳
・

療
育
手
帳
の
い
ず
れ
か
、自
動
車
検
査
証
、

運
転
免
許
証
、
印
鑑
、
平
成
18
年
度
軽
自

動
車
税
納
税
通
知
書

※

す
で
に
、
減
免
を
受
け
て
い
る
車
で
、

減
免
理
由
に
変
更
の
な
い
場
合
は
、
納
税
通

知
書
は
送
付
し
ま
せ
ん
の
で
、
申
請
す
る
必

要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

※

自
動
車
税
と
軽
自
動
車
税
の
両
方
で
減

免
を
受
け
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

問
い
合
わ
せ
先

軽
自
動
車
税
＝
市
民
税
課

（
1
０
８
４
８
^7
６
０
３
０
5
０
８
４
８

^7
６
１
３
２
）
▼
自
動
車
税
お
よ
び
自
動

車
取
得
税
＝
尾
三
地
域
事
務
所
税
務
局

（
1
０
８
４
８
@5
２
０
１
１
）

公的年金などの収入金額 所　　得　　金　　額

330 万円未満 年金収入額　－　120 万円（収入金額を限度）

330 万円以上 410 万円未満 年金収入額　×　0.75　－　37 万 5千円

410 万円以上 770 万円未満 年金収入額　×　0.85　－　78 万 5千円

770 万円以上 年金収入額　×　0.95　－　155 万 5千円

公的年金などの控除額

今年度から適用になる税改正
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地方税法の改正により、個人住民税、固定資産税の課税方法が変更になりました。

今回は、改正された主な変更点を紹介します。

今年度の市民税・県民税の納税通知書は、６月に送付します。

今年度から適用になる
税の改正点を確認しよう!

個
人
住
民
税

軽
自
動
車
税
の
減
免



○

住
宅
用
地
の
課
税
標
準
額

宅
地
の

課
税
標
準
額

が
、
評
価
額

に
対

し
て
ど
の
程
度
ま
で
達
し
て
い
る
か
を
示
す

負
担
水
準

が
、
80
％
未
満
の
場
合
は
、
前

年
度
の
課
税
標
準
額
に
加
え
、
評
価
額
に
宅

地
の
面
積
要
件
を
乗
じ
た
額
の
５
％
を
加
算

し
た
も
の
が
、
今
年
度
の
課
税
標
準
額
と
な

り
ま
す
。
80
％
以
上
の
場
合
は
、
前
年
度
の

課
税
標
準
額
に
据
え
置
き
と
な
り
ま
す
。

※
た
だ
し
、
負
担
水
準
が
20
％
未
満
は
、
す

べ
て
評
価
額
の
20
％
と
な
り
ま
す
。

○
そ
の
他
の
宅
地
な
ど
の
課
税
標
準
額

負
担
水
準
が
、
60
％
未
満
の
場
合
は
、
前

年
度
の
課
税
標
準
額
に
加
え
、
評
価
額
に

５
％
を
加
算
し
た
も
の
が
、
今
年
度
の
課
税

標
準
額
と
な
り
ま
す
。
60
％
以
上
70
％
未
満

の
場
合
は
、
前
年
度
の
課
税
標
準
額
に
据
え

置
き
と
な
り
ま
す
。
70
％
以
上
の
場
合
は
、

評
価
額
の
70
％
が
課
税
標
準
額
と
な
り
ま
す
。

※
た
だ
し
、
負
担
水
準
が
20
％
未
満
は
、
す

べ
て
評
価
額
の
20
％
と
な
り
ま
す
。

○
耐
震
改
修
に
よ
る
固
定
資
産
税
の
減
額

１
戸
あ
た
り
１
２
０
㎡
相
当
分
ま
で
で
、

改
修
家
屋
に
係
る
固
定
資
産
税
額
の
２
分
の

１
が
減
額
さ
れ
ま
す
。

減
額
期
間

左
の
表
の
と
お
り

対
象

次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
住
宅

①
昭
和
57
年
１
月
１
日
以
前
に
建
築
し
た
住

宅
②
平
成
18
年
１
月
１
日
以
降
に
、
新
耐
震
基

準
を
満
た
す
耐
震
工
事
を
行
う
住
宅

③
耐
震
改
修
工
事
の
費
用
が
１
戸
あ
た
り
30

万
円
以
上
の
住
宅

用
意
す
る
物

耐
震
基
準
適
合
証
明
書

申
し
込
み
・
問
い

合
わ
せ

改
修
工

事
完
了
後
、
３
か

月
以
内
に
資
産
税

課
（
1
０
８
４
８

^7
６
０
３
２
5
０

８
４
８
^7
６
１
３

２
）
へ

●課税標準額

税額を算出するための基礎となるもの。

●評　価　額

土地・家屋に対する資産を、市が評価して表した金額。

●負 担 水 準

住宅用地＝前年度の課税標準額÷（今年度の評価額×宅地の面積要件）

その他の宅地など＝前年度の課税標準額÷今年度の評価額
※宅地の面積要件＝住宅用地の場合で、200㎡までは、１／６、200㎡を超え

る部分については、１／３。商業地などには適用されない。

固定資産税の計算例
200㎡以下の住宅用地の場合

住宅用地の固定資産税額　＝　課税標準額 × 1.4％（税率）

●土地Ａ

評価額　1,200万円

前年度の課税標準額　140万円

負担水準　＝　140万円÷（1,200万円×1／6）＝70％

課税標準額は、前年度の課税標準額に加え、評価額に宅地の

面積要件を乗じた額の5％を加算

140万円＋（1,200万円×1／6×5％）＝150万円

固定資産税額　150万円×1.4％＝21,000円

●土地Ｂ

評価額　1,200万円

前年度の課税標準額　180万円

負担水準　＝　180万円÷（1,200万円×1／6）＝90％

課税標準額は、180万円に据え置き

固定資産税額　180万円×1.4％＝25,200円

改修工事の期間 減額期間

平成 18年～ 21 年まで ３年分

平成 22年～ 24 年まで ２年分

平成 25年～ 27 年まで １年分

減額期間

言葉のツボ
住
民
税
・
軽
自
動
車
税
に
つ
い
て

市
民
税
課
（
1
０
８
４
８
^7
６
０
３
１

5
０
８
４
８
^7
６
１
３
２
）

固
定
資
産
税
に
つ
い
て

資
産
税
課
（
1
０
８
４
８
^7
６
０
３
２

5
０
８
４
８
^7
６
１
３
２
）
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固
定
資
産
税


